
令和７事業年度

決 算 報 告 書

自　令和　７年４月　１日

至　令和　８年３月３１日

 長崎県公立大学法人



長崎県公立大学法人

（単位：百万円）

予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備　考

収入

運営費交付金 2,025 2,025 -
自己収入 1,810 1,632 ▲ 178
　授業料、入学料及び検定料収入 1,494 1,412 ▲ 81
　雑収入 28 38 10 （注１）

　目的積立金取崩 288 181 ▲ 107 （注２）

受託研究等収入及び寄附金収入 626 491 ▲ 135 （注３）

計 4,461 4,148 ▲ 313

支出

業務費 3,299 3,247 ▲ 52
　教育研究経費 969 904 ▲ 64
　人件費 2,330 2,343 13
一般管理費 536 541 4
受託研究等経費及び寄附金事業費等 626 489 ▲ 137 （注４）

計 4,461 4,277 ▲ 184

　　　　収入－支出 - ▲ 128 ▲ 128

　注）受託研究等は、受託事業、共同研究、補助事業を含んでおります。

○予算額と決算額の差異について

 (注１)

 (注２)

 (注３)

 (注４)

○損益計算書の計上金額と決算額の差異について
（１）

（２）

○表示単位について

受託研究等収入及び寄附金収入については、補助金の受入が当初見込みを下回ったことにより、１３５百万円減少し
ました。

受託研究等経費及び寄附金事業費等については、補助金にかかる事業計画の変更等により、１３７百万円減少しまし
た。

区　　　分
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目的積立金取崩については、事業計画の変更により１０７百万円減少しました。

雑収入については、和解金の受取等により、１０百万円増加しました。

予算額、決算額及び差額については、百万円未満を四捨五入して表示しておりますので、合計金額と一致しないこと
があります。

損益計算書の業務費(教育経費・研究経費・教育研究支援経費)及び一般管理費には、固定資産に係る減価償却費を用
途別に各々の経費に計上しています。

臨時職員等（非常勤講師を含む）への謝金又は給与等は、損益計算書では人件費として計上していますが、決算報告
書では教育研究経費、一般管理費、受託研究等経費及び寄附金事業費等に計上しています。


